基調報告 
2009地方公務員賃金闘争の課題について
Ⅰ 地方公務員をめぐる現状について
１．地方財政をめぐる現状
(1) 地方財政計画
  地方財政の地域間格差解消に直結する地方財政計画案の規模は、82兆5,600億円程度で、前年比8,500億円の減額となっている。一般歳出は、66兆2,200億円で、前年比400億円の増額となった。これは、急速な景気の悪化による地方経済の悪化に対して、生活防衛のための緊急対策に基づき地方交付税を１兆円増額したことによる。この増額分の地方交付税は、地域雇用創出推進費の創設に5,000億円、地方財政計画の歳入歳出の見直しを通じた地方財源の充実に5,000億円程度あてられる。地域雇用創出費は、間伐や学校耐震化をはじめ、地域の知恵を活かした雇用創出のため、雇用情勢の厳しい地域に重点的に配分される。地方財源の充実に係る地方交付税は、少子化対策や公立病院の財政支援、金融市場の混乱を踏まえた公債費の償還期限の見直しなどの財源として措置された。これらの対策により、ここ数年の窮乏した地方財政の改善が図られ、地方の切実な財政需要にある程度応えることにはなった。しかし、給与関係費については、職員数を2.5万人純減、給与構造改革により4,000億円減額と骨太方針2006に沿って厳しい抑制を続けている。また、自治体が緊急・臨時的に実施する雇用・住宅確保対策に必要な経費については、自治体の財政力に応じ、経費にかかる一般財源に対し５～８割分の３月分の特別交付税6,890億円の中で措置することとなった。
　自治体の財政悪化は、国は内需拡大や景気浮揚策として地方に借金を奨励し、公共事業へと財政誘導してきた揚げ句に、三位一体改革によって地方交付税の大幅削減などによって一気に進んだ。全国どこに住み暮らしても行政サービスが享受できる、自治体の自主性に基づく政策が実現できる税財政制度の抜本改革が急務である。
(2) 地方公務員の集中改革プラン
  地方公務員の削減を求める｢地方公共団体の集中改革プラン｣における、地方行革の取組状況(2008年８月１日現在)が公表された(資料１)。それによると、2005年４月からの３年間で地方公務員は14万2,000人（純減率は4.7％）となり、同プランの期限まで２年を残して最終目標とする6.3％減の７割に達した。2008年は対前年比５万人以上の純減の見込みであり、総数は約290万人まで減少し、14年連続の純減となっている。法令等で職員配置を定める警察、教育部門を除いた一般行政部門等については、2005年～2008年までの純減実績は8.5％になっている。また、現業職員については、民間委託や退職不補充により過去５年間で約25％減、公営企業職員は過去３年間で6.9％の純減となっている。これ以上の定員削減は公共サービスの確保に深刻な影響を与えることから、定員確保と配置について十分な対応が必要である。
　2007年４月１日の地方公務員全体の給与水準は、ラスパイレス指数で98.5（前年比＋0.5％）であった。独自の給与カット措置は、2008年４月１日現在で、1,858団体中1,139団体（61.3％）が行っており、削減率が10％にのぼっている県もある。
Ⅱ 地公部会2009春季生活闘争の総括
　地方公務員部会は2009春季生活闘争において、公務労協、公務員連絡会の方針に沿った課題と併せて、地方公務員独自の課題について以下の５点を重点とし、総務省交
渉などをすすめてきた。
	① 地方公務員の賃金水準の維持・改善について
② 臨時・非常勤職員の均等待遇原則による雇用・労働条件の改善について
③ 総務省「技能労務職員の給与の基本的あり方に関する研究会」最終報告とそれ　を受けた総務省通知について
④ 総務省「地方公共団体における人事評価の活用等に関する研究会」最終報告と　それを受けた総務省通知について
⑤ 特別交付税減額措置について


　さらに、人事院が夏季一時金の臨時民間調査、それを受けた臨時勧告を強行したことから、地方部会としても春闘期以降、取組みをすすめた。
１．総務省、全人連への春闘要求書の提出
　公務員連絡会は２月19日、委員長クラス交渉委員が鳩山総務大臣へ春季要求書を提出した。その際、佐藤地方公務員部会議長は、世界的な不況は地方経済に大きな影響を与えており、さらに自治体財政の悪化する懸念があることから、地方財政確立に向けた格段の努力を要請した。また、自治体に勤務する臨時・非常勤職員の雇用の安定・均等待遇による労働条件改善を強く求めた。
　地公部会は、要求書提出後、重点課題について幹事クラスの交渉をすすめ、その交渉に立って、３月23日、総務大臣から回答が提示された。2009春闘回答では、地方間の財政格差是正のための地方税財源の充実確保や自治体の臨時・非常勤職員の処遇改善に関わって、健康診断や社会保険、雇用保険の適用等について、各法律の適用要件に則った対応が計られるべきであるとの回答がされるなど、この間の取組みが一定、反映されるものとなった。
　また、２月10日、地公部会は全国人事委員会連合会へ、春季要求を申し入れた。佐藤議長は、財政難による給与の独自削減が行われて、水準をはじめ賃金決定システムが崩壊しようとしており、勧告制度の歴史的・制度的限界が明らかになっていると指摘した。また、国家公務員の住居手当のうち持ち家廃止について、国家公務員と地方公務員の住宅政策制度の違いなどを踏まえて慎重な取扱を要請した。それに対して、内田全人連会長は、国家公務員制度改革推進本部において労働協約締結権を付与する職員の範囲の検討などの動きが、地方公務員の労働基本権や人事委員会勧告制度に少なからぬ影響を与えることから、動向を注視していきたいと回答し、全人連としても公務員制度改革に大きな関心を持っていることを示した。
２．臨時・非常勤職員の均等待遇原則による雇用・労働条件の改善に向けた取組み
（1）「臨時・非常勤職員の雇用安定・処遇改善を求める3.14全国集会」の開催
地方公務員の臨時非常勤職員の安定雇用の実現と均等待遇などの勤務・労働条件の改善に向けた今後の取組みについての意思一致をすすめるため、3月14日、東京・全電通労働会館ホールで、「臨時・非常勤職員の雇用安定・処遇改善を求める公務員連絡会地方公務員部会全国集会」を開催した。集会には、全国から臨時・非常勤職員を中心として約400名が参加した。
集会では、臨時・非常勤職員の立場からの意見表明を受け、自治労臨時・非常勤等職員全国協議会の金森多恵議長が、雇い止めの広がりに対する不安を訴えるとともに、2008年に人事院が通知した非常勤職員の給与に関する指針を県から市町村人事課に通知させた取組みなどを報告した。また、神奈川高教組の鈴木敏江さんは、質の高い教育実現のためには雇用の安定、ともに働いている教職員であるという認識を社会全体に広げていく必要があること、また、子どもたちにとって明るい未来をめざし、労働者自身が生活しやすい社会とそれを実現する政治が必要だ、と訴えた。
（2）｢地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会報告書」(１月23日)を受けた　総務省通知に関わる交渉
　「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会報告書」（１月23日公表）を受けた総務省通知が発出されることに関わって、３月18日、総務省公務員部公務員課から説明を受けるとともに、幹事クラスによる交渉を行った。地公部会から、「雇い止め」が多発しないような内容とすること、非常勤職員の任期について、法律上の規定はないが、「原則１年以内である」との考え方が示されているが、一方で、「再度の任用は妨げない」、各自治体に理解されるよう徹底することなどを求めた。それに対して、総務省からは、雇い止めをすべきという趣旨で通知を出すのではないので、通知においてどのように趣旨を伝えるか検討すると回答した。また、研究会報告書で任期について、「原則１年以内」と示されたが、同時に「再度の任用があり得る」ともされた。両方の要素を合わせて説明していく必要があると考えていると述べた。
総務省通知は４月24日に示された(資料２)。地公部会の要求が十分、盛り込まれているとはいえないが、臨時・非常勤職員の処遇改善に向けて、この通知を踏まえた交渉を強化していく必要がある。
３．「技能労務職員の給与の基本的あり方に関する研究会」最終報告と総務省通知に対する取組み
総務省は、「技能労務職員の給与等の総合的な点検の実施について」（2007年７月６日付）で示したように、現業職員の給与に関わって「民間の同一又は類似の職種に従事する者との均衡に一層留意」などとした方向に沿って、各自治体に技術的な助言を行うことを目的に、08年４月「技能労務職員の給与の基本的あり方に関する研究会」を設けた。
地公部会は研究会に対して、①職務の内容と責任に応じた給与とするため現業職員が担っている仕事の実態を十分理解したうえで議論すること、②現業職員の賃金は、労使交渉、協約締結によって決定されることが基本であり、労使自治を阻害するような検討・報告とならないよう、強く要求してきた。
①の要求に関わっては、現業職員の職務の内容が性質上、民間労働者の職務内容に近いことから労働協約締結権が付与されているということ、法律の明文上「同一又は類似の職務の」「民間事業従事者の給与」を考慮するべきことが定められているところから、民間労働者の給与水準との比較を適切に行うことが重要であるという従来の考え方を踏襲している。ただ、地公部会の主張を受け止め、「民間の類似職種との職務内容の十分な比較が必要」な点も明記された。　　
②の要求に対しては、報告書では一定の手法を自治体に押しつけるものではなく、各自治体の判断であるされ、どのような民間賃金の調査手法を採用し、これをどのように用いるかは、各自治体における労使交渉の課題であるとされた。
報告書最終取りまとめが示されるにあたって、地公部会は、３月10日、総務大臣宛の研究会報告書の取扱いに対する「申入れ」を総務省公務員部給与能率推進室へ提出し、①最終報告はあくまでも参考であり情報提供の位置づけにとどめること、②最終報告の内容を各自治体に強要しないことを申し入れた。総務省は、この報告書はすでに2007年７月に通知で十分に出されている助言と異なるものではなく、それに沿う形で活用していただくことを想定していると回答した。また、団体交渉においては、労使双方が、提案の具体的な根拠や資料について出し合って、誠実に交渉をしていくべきであること、職務内容や組織の規模等を踏まえた検証の上で、国の行(二)を援用することが考えられると回答した。
2009年３月19日、「技能労務職員の給与の基本的あり方に関する研究会」報告書は公表され、総務省給能室から各都道府県・指定都市宛に送付された(資料３)。地公部会は、直ちに「見解」を示すとともに、組合側が交渉に活用できる要素を中心に、報告書を批判検討した資料を作成した。今後は、各構成組織での学習と、それをもとにした交渉を強化していく必要がある。
	総務省・技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する
研究会報告書に対する見解
　
　総務省が４月14日に発足させた「技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する研究会」は、３月６日の第10回研究会で「報告書」について議論し、本日（３月19日）公表した（総務省ホームページ参照）。
　公務員連絡会地公部会（地公部会）は、この研究会を設けることは、自治体における自主的・主体的な勤務条件決定を阻害し、特に、協約締結権を有する現業職員の労使関係に対する事実上の介入であることからも容認できないと反対してきた。　とりわけ、08年８月18日に公表された「中間とりまとめ」は、現業職員による労働組合と職員団体が一体的に交渉しているいわゆる「労連方式」が水準引上げの要因であると指摘しており、労使関係の在り方にも関わる内容にも言及していた。地公部会は、労働側の意見を聴かず、労使自治に言及する「中間とりまとめ」を公表したことは、断じて容認できないとする見解を示すとともに、同とりまとめに対する意見募集に積極的に取り組んできた。
　第７回研究会（08年10月27日）における地公部会のヒアリングでは、現業職員が質の高い公共サービスの実現のために担っている職務の実態を伝えるとともに、労使交渉ではそれを踏まえた賃金の在り方について議論してきたことなどを述べ、各委員には、一定の理解を得ることができた。
　このような取組みもあって、今回の報告では「中間とりまとめ」と比較すると、職務内容を十分分析した上で、労使交渉を経て労働協約を締結するという点が示されたこと、「労連方式」は違法なものではなく、労使双方にとってメリットがあるなどの意見があったことを記載するなど、地公部会の最低限の要求が取り入れられたものと言える。
　地公部会は、自治体の現業職員には清掃職員や学校給食調理員等、国の行政職俸給表（二）適用職員とは異なる職種があり、職種の小区分の構成比も異なる点や賃金センサスを活用するに当たっては、公務としての特殊性や業務の多様性があり、単純な比較はすべきではないことを求めてきた。しかし、報告書で国の行政職俸給表（二）の援用をすること、賃金センサスを活用して水準を算出し、労使交渉の資料とすることが示されたのは不満と言わざる得ない。ただ、賃金センサスとの単純な比較ではなく、「同種・同等比較の原則」や職務内容の分析の精査の必要性も示されたことなど、積極的に労使交渉に活かすことができる内容も含まれている。
　地公部会としては、報告書で示されたことを各自治体に強要しないよう総務省に要求したが、07年7月通知に沿って活用をされるよう周知を図りたいという回答にとどまった。これを受け、各自治体では、賃金引下げの新たな提案という懸念はますます大きくなると考えられる。これに対して、地公部会は、現場での交渉に資するよう、報告書を批判検討した資料作成、学習行動、各現場での交渉強化を提起するなど、住民・市民との第一線において質の高い公共サービス実現を担う現業職員の職務・職責に応じた勤務労働条件の実現に向けてさらに取組みをすすめていくものである。
　２００９年３月１９日
公務員連絡会地方公務員部会


４．総務省「地方公共団体における人事評価の活用等に関する研究会」最終報告と総務省通知について
　総務省公務員部は、国家公務員の評価制度が2009年４月１日から本格的に施されることに伴い、地方公共団体においても人事評価制度の取組み向上と給与・任用など活用を主眼にした研究会を設け、検討をすすめてきた。研究会報告が示されるに当たって、幹事クラスによる総務省公務員部給与能率推進室長交渉を行った。
交渉では、①報告書はあくまで参考資料であり、その内容を各自治体に押し付けるものではないこと、②人事評価制度は使用者が一方的に導入するものではない。組合との交渉・協議を通じた十分な意思疎通が必要であること、③報告書(案)には勤務条件であるところも載っているが、勤務労働条件であるならば交渉事項であるとの認識でよいか。給与に関わっては勤務条件であると、実施に当たって、各自治体に伝えてもらいたいこと、などを申し入れた。総務省側は、①報告書は参考にしながら活用してほしいこと、②職員の理解と納得が得られるよう努めることは重要。その観点からも制度の仕組みを周知し、意思疎通を図っていくことが重要であること、③給与が勤務条件であるという点については考え方に変更はない、と回答した。さらに、評価結果の開示について、それぞれの実情に応じて、透明性、納得性を高める方向で開示を行ってほしいと述べた。
報告書には、評価結果を点数化することも示されており、地公部会は、点数制はなじまないと指摘したが、総務省は、点数制については、こういう手法もあるということで報告書(案)に書かれてあり、順番をつけることだけが目的ではないという回答にとどまった。４月17日、総務省から各都道府県に対して報告書を参考してほしい旨の事務連絡が出された(資料４)。国家公務員の人事評価制度が本格実施されたことから、今後、自治体においても、この報告書をもとに人事評価制度導入の動きが強まると予想されるが、四原則二要件を具備したものとなるよう、十分な交渉・協議、合意を求めていくことが必要である。
　
５．特別交付税減額措置について
2007年３月に国基準を超えて支給している地域手当、寒冷地手当について特別交付税の減額措置が行われ、以降、減額率の段階的引上げが行われている。１月15日、公務員連絡会地公部会は、本年３月に特別交付税の省令改正があることから、人件費に係る特別交付税の減額措置に関しての取扱いについて、総務省自治財政局長に書記長クラスによる要請を行った。要請では、①人件費に係る特別交付税の削減は財政制裁であり、認められないこと②この措置を撤回していただくのが基本的な要求であるが、仮に、この措置を踏まえざるを得ないとしても、現行以上には減額率を引き上げないこと。また、寒冷地手当支給地は、最近の地域経済の逼迫も厳しい状態の地域が多いことから、特段の配慮をすること、を求めた。最終的には、地域手当については50％、寒冷地手当については30％とそれぞれ20％引き上げられることとなった。総務省は、給与構造改革の完成時である2011年までに100％減額することを予定しており、引き続き、減額措置を認めないことを基本に、総務省交渉をすすめていかなければならない。
Ⅲ　夏季一時金の臨時勧告等に対する取組み
　夏季一時金については、国段階では人事院による臨時調査、勧告、そして給与法改正という動向となったことに伴い、地公部会は、地方公務員の取扱いについて、公務員連絡会の方針に沿った取組みをすすめた。
１．夏季一時金の臨時調査に対する取組み
　経済の危機的状況の中で、民間企業の夏季一時金が大幅に引き下げられる見通しとなり、一部与党内で選挙対策として公務員の夏季一時金について議員立法で引き下げる動きが強まり、人事院への政治的圧力となっていた。そのような動向の中で人事院は、４月７日から公務員連絡会の反対を押し切って、民間企業における夏季一時金に関する調査を強行した。
　地公部会は、総務省に対しては各人事委員会に臨時調査を実施するよう求めないこと、全人連に対しては臨時調査を行わないことを基本に、中央・地方段階での交渉をすすめること確認した。
　４月３日、総務省給与能率推進室長交渉を実施し、①多くの自治体で特例条例による賃金カットが実施され、職員は相当の痛みを受けていること、②人事院の臨時調査には反対であり、総務省公務員部が地方の人事委員会に臨時調査を行うべきと指示することは断じて認められないことを申し入れた(09交渉情報14参照)。それに対して、総務省は、「人事委員会は地方公共団体の第三者・中立機関でもあることから臨時調査を実施するよう強制することはできないし、またそういう立場にもない」と回答したが、各人事委員会には、人事院の臨時調査の趣旨を鑑みて、人事委員会はその対応について十分な説明責任を果たすこと、それぞれの対応について総務省に回答するよう求める通知を発出した。
　人事院が４月６日に臨時調査を行うことを公表したのを受け、地公部会は８日、全人連に対して、人事院と同様の臨時調査を行うことは、それぞれの地域の実情から技術的な困難を伴い、精確性に欠けること、仮に臨時調査に追随することがあれば、６割以上の自治体で実施されている給与削減にみられるような人事委員会制度の空洞化が一層すすむことから、夏季一時金の臨時調査を実施しないよう申入れを行った(09公務労協情報43参照)。全人連事務局からは、この申入れは、ただちに各人事委員会に伝えるとの回答があった。
さらに、各地方段階においても人事委員会への申入れ、交渉をすすめた。人事委員会からは、精確性の確保は困難であり、問題があるという組合側の指摘を認めたものの、情勢適応の原則や住民への説明責任もあるとの回答があった。結果的には、臨時調査を実施したのは26自治体（20道県、４政令市、２市）、実施しなかったのは31自治体（18都府県、12政令市、１区）、人事院の調査結果を踏まえて実施の有無を決定するとしたのは11自治体（９府県、２政令市）となった(資料５)。
２．夏季一時金臨時勧告等に対する総務省･全人連交渉
　人事院が、臨時調査を受けた勧告を行う動向が強まったことから、地公部会は、公務員連絡会の方針を踏まえ、人事委員会、人事当局に対する取組みの基本方針を以下のように確認し、総務省、全人連交渉、地方段階での取組をすすめることとした。
(1) 人事委員会に対する取組み
① 精確性に欠ける独自の臨時調査、または当該の都道府県の民間支給実態とはいえない人事院からの情報提供をもとにした人事委員会勧告反対を基本とすること。
② 人事委員会が勧告を強行する場合にあっては、国の凍結率を上回らない勧告とするよう求めていく。また、独自給与削減が一時金にまで反映している自治体にあっては、それを考慮した取扱いとすること。
＊独自給与削減により支給されることとなっている夏季一時金が、独自給与削減を取りやめて国と同様の凍結措置を行ったと仮定した時の支給額を下回る時は、夏季一時金を引き下げないこと。
(2) 当局に対する取組み
① 精確性に欠ける勧告にもとづいた条例提案は、認めないことを基本に対応すること。
  ② 専決処分をさせないよう、関係議員と十分連携をとってすすめること。
　③ 人事委員会がない市町村についても同様の考え方で取り組むこと。
　４月27日の総務省給能室交渉では、人事院勧告があったとしても、総務省は通知を出して同様の取扱いをするよう地方自治体に求めるべきではないことを申し入れた(09交渉情報16参照)。それに対して、総務省は「人事院勧告が出されれば、総務省としては地方公共団体への情報提供と助言を行うことになる。人事委員会勧告やその取扱いは自治体が自主的に判断すべきものであり、条例で制定されるものであるが、国の取扱いを基本とした対応を要請することになるだろう」と回答した。
さらに、地公部会から、人事委員会勧告やその取扱いについては、４月14日の衆議院総務委員会において総務大臣も答弁しているように、①独自カットを実施している自治体が極めて多い、②13道県が国の支給月数を下回っているなど、地域の実情を考慮する必要があり、通知にはその旨を明記すべきである、と指摘した。総務省は、「指摘のような地域の実情があることは承知しているが、独自削減は当該地方公共団体の財政上の問題であり、また、支給月数については昨年までの民間の状況を踏まえたものである。すべてについて国に倣えと言うものではないが、今回の夏季一時金は今年の民間の状況であり、上記のような状態にある自治体にとっても、関係ないということにはならない。自治体はそれぞれの地域において、説明責任を果たすことが重要である」と、国と同様の取扱いを求める姿勢を崩さなかった。
５月１日の人事院勧告後、地公部会書記長クラスによる総務省公務員部長交渉を行い、①各自治体が勧告や給与条例改正を行うかどうかは、労使交渉を通じて自主的に判断すべきであり、国と同様の取扱いを求めるべきではないこと、②既に期末・勤勉手当の支給月数が国を下回る団体や給与カットを行っている団体が多い。通知を出す場合にも、地方の実情に配慮する旨、明記すること、③給与条例の専決処分は認められないこと、を申し入れた(09交渉情報17参照)。
これらについて総務省は、①政府において国家公務員に係る取扱いが決まった際には、地方公共団体においても、国における取扱いを基本として対応されるよう、助言すること、②既に期末・勤勉手当の支給月数が国を下回る団体や、独自の給与カットを行っている団体が多いことは十分認識していること、③専決処分を行うかどうかは、長の裁量により決定すべきであるが、長の認定には客観性がなければならず、各地方公共団体において、適切に判断いただくべきである、と回答した。
地公部会からは、自治体の場合、期末・勤勉手当の支給月数が国を下回る団体や給与カットを行っている団体が多いことなど地域の事情に配慮し、画一的な対応をすべきでないこと、特例カット等により国に先駆けて引き下げている地域の事情を踏まえるべきである、と強く要求した。さらに、公営交通では、厳しい経営状況のなか、先駆けて労使交渉のなかで給与削減を実施してきており、今回の一時金削減が、協約締結権のある公営企業部門にストレートに及ぶことのないよう、労使交渉の余地を認めるべきだ、と指摘した。
また、専決処分については、これまでの給与条例に関わって、事務次官の通知では、専決処分はされるべきではないとしていることから、それを基本に対応するよう求めた。
公務員部長交渉終了後、幹事クラスによる全人連要請を行った(09公務労協情報49参照)。要請では、「精確性、信頼性に欠ける臨時調査をもとにした夏季一時金の一部凍結の勧告を行わないこと。特に、多くの地方自治体においては、人事委員会の勧告にもかかわらず、独自の給与削減を実施し、地方公務員の労働基本権の代償機能としての人事委員会勧告制度が空洞化しており、仮に人事院と同様の対応を行うならば、人事委員会勧告制度は機能不全に陥る」と指摘した。
それに対して、全人連からは、「本日の要請は、内田全人連会長、各人事委員会に速やかに伝える」との回答を受けた。
　５月８日、給与関係閣僚会議では、国家公務員の期末・勤勉手当等について、人事院勧告どおりの取扱いとする方針を決定した。併せて、官房長官談話及び総務大臣談話では、「地方公務員については、地域の実情を踏まえつつ、国の取扱いを基本として対応するよう要請する」とされた。同日、同内容の総務省通知が示された(資料６)。　各自治体における労使交渉を通じて自主的に判断されるべきである夏季一時金に対して、国と同様の取扱いをすることを求めたことは極めて遺憾である。ただ、特例条例による給与削減、一時金について、多くの地方自治体で国の支給月数を下回っているという地域の実情を十分踏まえるべきだという地公部会の要求を一定、受け入れた内容とさせることができた。
３．人事委員会、給与条例改正に対する取組み
(1) 人事委員会に対する取組み
　地方段階では、地公部会で確認した取組みの基本方針に沿って人事委員会交渉が取り組まれた。凍結勧告、報告などを行ったのは、36都道府県、16政令市、３市区、県内の民間企業の状況を精確に反映するのは困難、既に国に比べて低い支給割合となっている。特例条例による給与削減が実施されているという理由を考慮して、勧告を行わなかったのは11県、２政令市であった(資料７)。勧告・報告を行った人事委員会は、人事委員会を設置している自治体のうちの約８割にのぼった。一時金について妥結している企業数は少なく、あくまで予測値にとどまることなど精確性に欠けることを認めながらも勧告･報告を行った。特例条例による給与の独自削減を実施している自治体が６割を超え、地方公務員の労働基本権の代償機能としての人事委員会制度の空洞化、そして今回の臨時勧告と機能不全の状況に至ったと考えざるを得ない。
　勧告・報告のもととなった人事委員会の臨時調査をみると、一時金について妥結した企業の夏季一時金の対前年比は、従業員の加重平均で10％以上の差が生じている。妥結企業数が少ないなど、本調査とは精確性に欠ける調査ではあるが、本調査における一時金の民間支給割合について、昨年(都道府県は4.01月～4.53月)以上の地域間の較差が生じる懸念が高い。2004年の給与構造改革を受けて、制度は国準拠、水準は地域の民間給与の反映という方向が示されて以降、一時金の支給月数について地域間の較差が広がってきているが、今回の臨時勧告・報告を契機にさらにその傾向が強まる可能性もある。
凍結措置を見送った11県、１政令市の人事委員会のうち、５県、１政令市の人事委員会は、その理由として独自給与削減により実際に支給されている一時金が減額されていることや、既に凍結後の国の支給月数を下回っていることを考慮したことを明確にしている。これらの事例を踏まえ、本勧告に向けて、各人事委員会に対し、公民比較において独自削減後の実支給額との比較を考慮したうえで、本勧告を行うよう交渉・協議をすすめていく必要がある。また、独自給与削減によって人事委員会勧告制度が空洞化している上に、今回の臨時勧告等によって人事委員会の機能不全に至ったという認識に立って、労働基本権の確立と団体交渉制度の実現に向けて全力で取組みをすすめる必要がある。
(2) 給与条例改正に対する取組み
　人事委員会が勧告等を行った都道府県、また人事委員会のない市町村においては、給与条例の改正を認めないことを基本に人事当局との交渉をすすめた。その結果、47都道府県のうち34都道府県（72.3％）が、18政令市のうち13政令市（72.2％）が条例改正を行った。また、1,781市区町村のうち1,598市町村（89.7％）が条例改正を行った。広島県は、△0.3月分を年間で適切に配分し、支給凍結をするとした人事委員会報告が出されたが、６月の一時金について凍結措置を実施しなかった。給与条例改正を行わなかった137市区町村においては、独自給与削減を実施しているため、都道府県の人事委員会勧告がなかったことをその理由としている(資料８)。
　国会審議においては、給与法改正案成立時に、地方公務員については「既に独自の給与削減措置を講じている自治体も相当数に上ることにかんがみ、本改正に準ずる対応の要請を一律的に行わないこと」とする附帯決議がつけられた。また、質疑においても、総務省の「技術的助言」として各自治体に国と同様の取扱いを強く求めることに対する指摘もあった。総務大臣は、「誤った一律的な対応にならないよう十分注意して行動する」と回答した。
　この間、総務省は、制度は国準拠、水準は地場民間給与の反映という方針に立って、技術的助言、各自治体の取組みまで確認した上、一方で特別交付税で、手当等が国の水準を上回れば減額をするという措置を通して、労使交渉による賃金決定に対して大きな圧力をかけている。2009地方公務員賃金闘争の取組みは、地域経済の疲弊、地方財政のさらなる逼迫などの状況からかつてない厳しいものとなることが予想され、総務省が国と同様な取扱いを各自治体に一律的に求める姿勢に対しては、総務省交渉、国会対策も含めた取組みを強化していく必要がある。
Ⅳ　2009自治体賃金闘争の課題と人勧期の取組みについて
１．2009自治体賃金闘争の課題
　2009自治体賃金闘争は、公務員連絡会の方針を基本に、臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員に係る総務省通知を受けた取組みなど、地方公務員の独自の課題もあわせて取組みをすすめる。また、地方公務員法改正、行政不服審査法改正の国会審議の動向に注視し、地公部会で確認した方針に沿って取り組む。
　また、公共サービス基本法（５月１３日成立）第１１条では、公共サービスに従事する者の労働条件の確保その他の労働環境の整備について国・地方公共団体の努力義務が明示された。今後、労使交渉などを通じてこの理念を生かし、実現をめざしていく必要がある。
(1) 人事委員会・総務省に対する取組み
　人事委員会による夏季一時金の臨時調査、勧告等に対する取組みの総括を十分行いつつ、さらに地公共闘を強化し、各人事委員会への交渉・協議を強化する。
①_各人事委員会への具体的要求事項
各人事委員会への具体的要求事項は、公務員連絡会の方針を基本にし、下記のとおりとする。
	各人事委員会への具体的な要求事項
１．2009年度の給与改定に当たっては、公平・公正な公民比較に基づき、公務員労　働者の月例給与の水準を維持すること。また、一時金については、精確な民間実　態の把握と公民比較を行い、地方公務員の生活を守る支給月数を確保すること。
２．公民比較方法のあり方の検討に当たっては、職員団体との十分な交渉・協議に基　づくこと。特に、独自の給与削減措置が行われている自治体は、減額措置後の給与　に基づく公民較差を踏まえた勧告を行うこと。
３．較差の配分、手当のあり方等については、十分な交渉・協議、合意に基づくこと。　　特に、自宅に係る住居手当及び特地勤務手当の見直しに関しては、地方公務員の　住宅制度や勤務の困難性を踏まえ、廃止または引下げを行わないこと。
４．地方公務員の標準的給与の確立に向けた取組みを行うこと。そのため、全国人事　委員会連合会の体制・機能の強化や人事委員会相互の連携方策などについて、組合　との意見交換を進めること。
５．すべての在職者が定年まで昇給が可能となるよう、号給を延長すること。特に、　教育職員など級構成が簡素な職員については、早急に実施すること。
６. 一般職員の勤務実績の給与への反映の基準については、十分な交渉・協議、合意を　前提にすること。
７．教育職員の給料表・諸手当の勧告にあたっては、当該組合との交渉・協議を通じ　て理解と納得を得るよう努めること。
８．非常勤・臨時採用職員の処遇改善、安定雇用に関して、組合との交渉・協議と合　意に基づき、人事委員会として積極的な対応を行うこと。
９．恒常的な超過勤務を縮減することを目的に、労働基準法の改正に対応して民間に　遅れることなく超過勤務手当の割増率を引き上げる勧告を行うこと。
10．民間の育児・介護休業法改正に伴う地方公務員特例の見直しが行われた場合は、　それに遅れることなく人事委員会として必要な対応を行うこと。特に、臨時・非　常勤職員の育児・介護休業制度について、国並びで最低基準の保障をするという　法改正の趣旨を踏まえて改善に向けた措置を行うこと。


② 総務省に対する取組み   
ア．自宅に係る住居手当の廃止に対しては、人事院勧告に向けた交渉の状況を注視しながら、必要に応じて総務省交渉などの取組みを進める。
イ．民間の育児・介護休業法改正に伴う地方公務員特例の見直しが行われた場合は、それを受けた総務省通知について必要な交渉・協議を行う。特に、臨時・非常勤職員の育児・介護休業制度について、法改正の趣旨を各自治体に徹底するよう求める。
ウ． 人事院勧告後には、以下の基本要求に沿って総務省交渉等に取り組む。
 　　・地方公務員の生活の改善のために尽力し、所要の財源を確保すること。
 　　・自治体における賃金・労働条件の決定にあたっては、地方自治の本旨に基づき、労使の自主的交渉を尊重すること。
 　　・地方財政危機を公務員賃金や行政サービスにしわ寄せしないこと。また、分権の推進と地域間の財政格差是正のために税財源の地方への移転を図るとともに、必要な交付税総額を確保すること。
(2) 臨時・非常勤職員の処遇改善、安定雇用確保に向けた取組み
　臨時・非常勤職員の処遇改善、安定雇用確保に向けては、公共サービス基本法第１１条を生かしていくことを基本に置いた取組みをすすめる。特に、①総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について」（2009年４月24日、公務員課長・給与能率推進室長）（以下、総務省通知）が出されたこと、②民間の育児・介護休業法改正案に、地方公務員の臨時・非常勤職員の育児・介護休業について、国並びで最低基準の保障を措置することが盛り込まれたこと、③雇用保険法改正（2009年４月1日施行）により、加入要件が１年以上の雇用見込み（週20時間以上勤務）から６カ月以上の雇用見込み（週20時間以上勤務）に変更されたことを踏まえて取り組む。
　通知の内容は、現行制度に立って運用上の配慮事項等を整理したものであり、臨時・非常勤職員の置かれている現状を抜本的に改善するものではない。しかし、地公部会との交渉・協議によって、「雇い止め」を多発させるような意図をもったものではないことを、総務省との間で確認した。また、募集・採用の際の勤務条件の明示や休暇、社会保険などの労働条件について労働関係法令の基準を保障することを求めるなど、この通知を活用し、交渉・協議によって臨時・非常勤等職員の処遇改善につなげていく。
　また、国家公務員の非常勤職員においては、給与決定にあたり職務経験を考慮することもするとあるが、地方公務員の臨時・非常勤職員においては、職務経験を考慮することを総務省は認めていない。この点に関わっての国会審議において、総務大臣は、「職務経験を加味するかどうかは、自治体で個別に判断していただいてよい」という趣旨の答弁を行った（資料９）。この答弁をもとに、各自治体交渉において、給与決定にあたり職務経験を考慮することを強く要求していく必要がある。
　各構成組織においては、民間の育児・介護休業法改正の国会審議の動向を注視するとともに、総務省通知の内容について十分な学習と取組みの意思統一を行い、人勧期前の人事委員会交渉において重要課題の一つとして取り組む。さらに、臨時・非常勤等職員の給与・勤務条件等の適用状況の点検・把握を行い、その集約結果をもって総務省交渉・協議を行うとともに、2009自治体確定闘争にむけ、要求課題のとりまとめを行う。通知を受けた要求・交渉のポイント(案)は以下の通り。
	（１）臨時・非常勤等職員の雇用の確保等
 ① 通知は、臨時・非常勤等職員の「雇い止め」を求めるものではない点を確　認すること。
 ② 任用根拠の見直しを行う場合は、雇用継続、給与・勤務条件等の維持など　を最低条件とし、不利益変更を行わないこと。
 ③ 非常勤職員の任期について、自治体で原則１年（以内）とされていても、　再度の任用はあり得るとの考え方が通知で示されていることを踏まえ、業務　の期間等に応じて雇用の継続をはかること。
 ④ 臨時的任用職員の任期について、地公法22条により最長１年以内との定め　はあるが、再度の任用はあり得るとの考え方が通知で示されていることを踏　まえ、業務の期間等に応じて雇用の継続をはかること。
 ⑤ 公募等を行う場合であっても、勤務実績等により能力実証が得られたと見　なして、再度の任用を行うこと。
 ⑥ 再度の任用の際に、任用しない日をおく必要はないことから、雇用の中断　をしないこと。
 ⑦ 現在任用の臨時・非常勤等職員を任期付短時間勤務職員に移行させる際に　は、勤務実績等が良好な場合、能力実証が得られたとみなすなど円滑な移行　措置をはかること。また、職域、業務の範囲、雇用、給与等で不利益がない　よう十分な労使交渉・協議を行うこと。
（２）臨時・非常勤等職員の給与・報酬の改善
 ① 職務経験、職務の内容と責任の変化に応じて、給与・報酬額の改善を行　うこと。　
 ② 臨時的任用職員（地公法22条）には、諸手当を支給すること。
 ③ 特別職非常勤職員（地公法3条3項3項）、一般職非常勤職員（地公法17条）特別　職非常勤職員（地公法3条3項3項）、一般職非常勤職員（地公法17条）についても、　常勤職員との均等待遇により諸手当相当額を報酬に加えて支給すること。
 ④ 給与・報酬の支給額、支給基準について条例及びその委任を受けた規則に規定　すること。
（３）臨時・非常勤等職員の勤務条件の改善
 ① 募集・採用の際に、給与・勤務条件について書面により明示をすること。
 ② 休暇等について、適用状況を再点検し、労働基準法、国の非常勤職員の規定を　最低保障とし、常勤職員との均等待遇を基本に条例・規則の整備、運用改善をは　かること。
 ③ 社会保険、労働保険について、適用状況を点検し、要件にしたがい適用させる　こと。形式的な雇い止め（６月未満での雇い止めと数日をおいた再任用）による　使用者側負担の回避は、行わないこと。
 ④ 安全衛生法、男女雇用機会均等法にもとづく措置について、適用状況を点検し、　常勤職員との均等待遇による改善をはかること。
 ⑤ 育児休業、介護休業について、常勤職員との均等待遇による措置を基本に、少　なくとも国の非常勤職員の規定を基準として保障すること。
（４）任期付短時間勤務職員の雇用安定、処遇改善
 ① 任期付短時間勤務職員について、雇用不安がなく職務に専念できるよう、また　良質な行政サービスの維持・向上のため、雇用の継続に配慮すること。
　ア）任期付短時間勤務職員の再度の任用においては、任期付フルタイム職員、高　　齢再任用職員と同様に、勤務実績等が良好な場合、能力実証は経たとみなす選　　考もできるとすること。
　イ）任期付短時間勤務職員の新たな公募については、すでに同一職種についてい　　る任期付短時間勤務職員で人員が不足する場合に限定すること。
 ② 任期付短時間勤務職員の給与について、常勤職員との均等待遇により改善する　こと。
　ア）初任給決定基準の改善（職務の内容・責任に基づく級格付、前歴換算による　　号給決定）
　イ）昇給制度の導入、特に再度の任用に当たっては、職務内容や責任の度合い等　　が変更されたとして、給与の額を変更すること。
　ウ）生活関連手当（扶養手当、住居手当、寒冷地手当）や退職手当の支給など。
 ③ 休暇、社会保険、労働保険、安全衛生、男女雇用均等、育児休業、介護休業（休　暇）などについてその適用状況を点検し、常勤職員との均等待遇を基本に必要な　改善をはかること。


(3) 技能労務職員の給与の見直しに対する取組み
　総務省が設けた「技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する研究会報告書」を受けた現業職員の給与削減の動向が強まることが懸念されることから、地公部会が示した報告書の批判検討の冊子をもとに、十分な学習を通じた交渉力の強化を進めていく。
　特に、報告書では、賃金センサスの活用方法や国の行(二)俸給表の援用を行うことが示されている。しかし、どのような民間賃金の調査手法を採用するか、または国の行(二)俸給表を援用するかは各自治体における労使交渉の課題であることも総務省交渉で確認している。今後の交渉では、現業職員が担っている公務上の職務内容を分析し、それに相応しい給与とすることを基本に取組みを強化していく。
２．取組みの具体的なすすめ方
(1) 中央段階における取組み
　○ 総務省交渉（７月末～８月を予定）
　　ア．春闘期の総務大臣への要求書を基本に、特に、自宅に係る住居手当の廃止に関わっては、人事院交渉を踏まえながら必要に応じて総務省交渉、中央行動を実施する。
　　イ. 公務員連絡会が予定している第２次中央行動(7月24日)に合わせて、地公部会独自集会、総務省交渉を実施する。
　　ウ．全人連に対しては、春の要請書に基づく対策を引き続き進める。
　　エ．地公部会として、人事委員会の交渉経過についての情報を収集し、構成組織への情報提供を行う。
(2) 地方段階における取組み
　① 人事委員会への要求提出と交渉・協議の実施
　　ア．公務員連絡会が人事院へ要求書を提出する６月24日を基準日として、地公部構成組織などで、人事委員会へ要求書を提出する。要求書は、上記の「各人委員会への具体的要求事項」に沿った内容を基本とする。
　　イ．公務員連絡会が提起している各都道府県の決起集会等（６月中旬から７月中旬）の行動にあわせ人事委員会交渉を強化する。
　　ウ．各都道府県における連合官公部門連絡会または公務員連絡会構成組織の連携のもと、交渉体制の確立・強化をはかる。
　② 個人要請はがき行動
　　ア．公務員連絡会が提起した、要求提出日から７月下旬にかけての人事院総裁宛の個人毎の自筆よる要請はがき提出行動では、「自宅に係る住居手当について、地方公務員の支給実態を踏まえて慎重に検討すること」を必ず明記することとする。
　　イ．住居手当の見直しに対しては、人事院交渉を踏まえながら、必要に応じて総省交渉及び支援行動、職場からの総務省大臣宛の「大型はがき行動」を実施する。
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